
　労働者派遣法（以下、派遣法）で

は、派遣の受入れ期間の制限ルール

が設けられており、すべての業務にお

いて「事業所単位」と「個人単位」の2

つの期間制限が適用されます。

　派遣先は、同一の事業所におい

て、原則として３年（派遣可能期間）

を超える期間、継続して労働者派遣

の役務の提供を受けてはなりませ

ん。ただし、派遣可能期間である３年

が終了する１カ月前までに、派遣先事

業所の過半数労働組合または過半

数代表者の意見を聴いた場合は、原

則の３年を超えて派遣労働者を受け

入れることができます。その際の延長

期間は最長３年ですが、当該延長手

続きを３年ごとに行うことで継続して

受け入れることが可能となります（図

表１）。

　ここでの「同一の事業所」は、雇用

保険の適用事業所単位ということに

なりますので、複数の事業所を有して

いる場合でも、雇用保険の適用事業

所が１つである場合、全事業所まと

めて同一の事業所となります。

　派遣先は、同一の組織単位（組織

単位ごと）の業務に関し、３年を超え

る期間、継続して同一の有期雇用派

遣労働者について労働者派遣の役

務の提供を受けてはなりません（図

表２）。

　なお、同一の組織単位であれば、

当該有期派遣労働者の業務内容が

変わったり、派遣会社（派遣元）が変

わったりしても同一の有期派遣労働

者となります。

　事業所単位の期間制限とは異な

り、同一の組織単位での延長手続き

は設けられていないため３年の上限

を遵守する必要がありますが、３年が

経過した同一の有期派遣労働者を

「別の組織単位」で引き続き受け入れ

ることは可能です（この場合、事業所

単位の期間制限による派遣可能期

間が延長されていることが前提とな

ります）。

　「同一の組織単位」とは、具体的に

は、課、グループ等の業務としての類

似性や関連性がある組織であり、か

つ、その組織の長が業務の配分や労

務管理上の指揮監督権限を有するも

のであって、通常、組織の最小単位よ

りも大きな単位を想定していますが、

名称にとらわれることなく実態により

判断されます。なお、次に掲げる場合

は例外として、個人単位の期間制限

がかかりません。

【個人単位の期間制限の例外】
・ 派遣労働者が派遣元で無期雇用
労働者である場合

・ 派遣労働者が６０歳以上である
場合

・ 終期が明確な有期プロジェクト業
務について派遣労働者を受け入
れる場合

・ 日数限定業務（１カ月の勤務日数
が通常の労働者の半分以下かつ
10日以下であるもの） について
派遣労働者を受け入れる場合

・ 産前産後休業、育児介護休業等を
取得する労働者の業務に派遣労
働者を受け入れる場合

＊ 後編では、派遣終了後に再び派遣

を受け入れる場合のクーリング期

間、労働契約申込みみなし制度、

離職した労働者の派遣受け入れ

の禁止などについて解説します。
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　同一の派遣労働者を同一の組織単位で受け入れられる期間の上限は３年
となっているため、当該派遣労働者に対しては、①３年の制限期間にて受け入
れを止める、②直接雇用に切り替える、③業務内容を変更のうえ引き続き派
遣労働者として受け入れる、のいずれかの措置を講じる必要があります。
　なお、業務内容を変更する場合には、いわゆる課やグループを変更するな
どして、経理以外の業務に変更する必要があります。
　今回は前編・後編の２回に分けて解説します。

　２年前より経理担当として派遣労働者を受け入れていますが、受け入れ期間
に３年の制限があると聞きました。業務内容を変更すれば、引き続き３年を超
えて当該派遣労働者を受け入れることが可能とのことですが、現在行っていな
い別の経理業務に変更すれば継続することが可能でしょうか。
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図表１　事業所単位の期間制限

図表2　個人単位の期間制限

出典：厚生労働省・都道府県労働局「平成27年労働者派遣法改正法の概要」
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